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第3章 洪水被害想定調査 

1. 洪水浸水想定区域の設定 

 印西市では、利根川、高崎川・印旛沼流域、手賀川及び手賀沼を対象として洪水浸水想定

区域が指定されている。 

 各河川の洪水浸水想定区域（想定最大規模）の前提となる降雨を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 洪水浸水想定区域（想定最大規模）の前提となる降雨 

No. 河川名 想定降雨量 

1 利根川 利根川流域、八斗島上流域の総雨量 491mm/3 日間 

2 高崎川・印旛沼流域 高崎川・印旛沼流域の総雨量 668.7mm/1 日 

3 手賀川・手賀沼 手賀川・手賀沼流域の総雨量 815mm/2 日間 

 

各河川、及び 3 河川を合わせた洪水浸水想定区域（想定最大規模）を図 1-1～図 1-4 に示

す。なお、図 1-4 については、3 河川で浸水想定区域が重なるエリアは、3 河川の浸水深の

最大値を取ることとする。 

 

 

図 1-1 利根川の洪水浸水想定区域（想定最大規模） 
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図 1-2 高崎川・印旛沼流域の洪水浸水想定区域（想定最大規模） 

 

図 1-3 手賀川・手賀沼の洪水浸水想定区域（想定最大規模） 
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図 1-4 3 河川の洪水浸水想定区域（想定最大規模） 

 

 

 

2. 建物被害予測 

2.1. 予測手法 

洪水浸水想定区域内に位置する建物を抽出し、浸水深を基に半壊・全壊建物棟数を推計

した。なお、浸水深別の建物被害区分は、表 2.1-1 のとおり設定した。 

 

表 2.1-1 浸水深別の建物被害 

浸水深 建物被害区分 

床上 1.0m 未満 
0.5m 以上 

1.5m 未満 
半壊 

床上 1.0m 以上 

1.8m 未満 

1.5m 以上 

2.3m 未満 
大規模半壊 

床上 1.8m 以上 2.3m 以上 全壊 

※出典：災害に係る住家の被害認定基準運用指針（内閣府、令和 3 年 3 月） 

※水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月）より、 

1 階の床高は 50cm として設定する。 

※大規模半壊は半壊として計上する。 
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2.2. 予測結果 

各河川からの浸水による建物被害棟数を表 2.2-1 に示す。 

 

表 2.2-1 各河川からの浸水による建物被害棟数（単位：棟）  

 

※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

浸水する建物棟数が最も多いのは、利根川が氾濫した場合の 7,648 棟である。このうち

4,653 棟が全壊する。地区別では木下地区の地区 1 で最も被害が大きく、全壊棟数は 1,588

棟である。 

高崎川・印旛沼流域の氾濫による浸水建物棟数は 180 棟であり、このうち 4 棟が全壊

する。また、手賀川及び手賀沼の氾濫による浸水建物棟数は 195 棟であり、このうち 2 棟

が全壊する。 

利根川、高崎川・印旛沼流域、手賀川及び手賀沼の全てが氾濫した場合 7,650 棟が浸水、

このうち 4,653 棟が全壊する。 

 

  

大地区 No. 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊

1 2,032 1,588 430 - - - - - - 2,032 1,588 430
2 36 4 9 - - - - - - 36 4 9
3 - - - - - - - - - - - -
4 94 40 45 - - - - - - 94 40 45
5 1,634 1,333 270 - - - 34 - 20 1,634 1,333 270
6 3 0 2 - - - 0 - - 3 0 2
7 289 289 - - - - 153 2 108 289 289 -
8 154 55 89 - - - 5 - 4 154 55 89
9 16 6 4 - - - 2 - - 16 6 4
10 - - - - - - - - - - - -
11 - - - - - - - - - - - -
12 - - - - - - - - - - - -
13 - - - - - - - - - - - -
14 - - - - - - - - - - - -
15 4 - 1 1 - 1 - - - 4 - 1
16 5 - 4 2 - 2 - - - 5 - 4
17 11 3 5 - - - - - - 11 3 5
18 - - - - - - - - - - - -
19 - - - - - - - - - - - -

小林地区 20 1,307 336 917 - - - - - - 1,307 336 917
21 50 15 29 20 - 14 - - - 50 15 30
22 69 8 54 3 0 1 - - - 69 8 54
23 140 20 89 6 1 1 - - - 140 20 89
24 190 12 145 2 - 2 - - - 190 12 145
25 136 60 59 - - - - - - 136 60 59
26 26 8 12 0 - 0 - - - 26 8 12
27 70 29 31 30 3 25 - - - 71 29 32
28 4 2 1 1 - 1 - - - 4 2 1
29 - - - - - - - - - - - -
30 19 1 16 - - - - - - 19 1 16

印旛NT地区 31 - - - - - - - - - - - -
32 76 9 55 - - - - - - 76 9 55
33 - - - - - - - - - - - -
34 0 - - - - - - - - 0 - -
35 311 72 199 9 - 1 - - - 311 72 199
36 240 188 52 8 - 1 - - - 240 188 52
37 323 307 17 79 - 41 - - - 324 307 17
38 411 268 126 20 - 10 - - - 411 268 126

7,648 4,653 2,661 180 4 99 195 2 131 7,650 4,653 2,663

埜原地区

カルテ地区

総計

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区

本郷地区

木下地区

大森地区

永治地区

中央駅地区

利根川 高崎川・印旛沼流域 手賀川・手賀沼 全河川
洪水浸水

想定区域内
建物

洪水浸水
想定区域内

建物

洪水浸水
想定区域内

建物

洪水浸水
想定区域内

建物
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3. 人的被害予測 

3.1. 被災人口 

洪水浸水想定区域内に居住する人口（夜間人口）を対象として、被災人口を推計した。

各河川からの浸水による被災人口を表 3.1-1 に示す。 

 

表 3.1-1 各河川からの浸水による被災人口（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

被災人口が最も多いのは、利根川が氾濫した場合の 14,969 人である。このうち 9,139 人

が全壊する建物に居住している。地区別では木下地区の地区 1 で最も被災人口が多く、

5,155 人が被災する。大森地区の地区 5、小林地区の地区 20 においても、それぞれ約 3,000

人が被災する。 

利根川、高崎川・印旛沼流域、手賀川及び手賀沼の全てが氾濫した場合、14,971 人が被

災する。 

  

大地区 No. 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊

1 5,155 3,886 1,231 - - - - - - 5,155 3,886 1,231
2 47 5 12 - - - - - - 47 5 12
3 - - - - - - - - - - - -
4 151 64 72 - - - - - - 151 64 72
5 3,164 2,573 530 - - - 66 - 38 3,164 2,573 530
6 4 0 3 - - - 0 - - 4 0 3
7 397 397 - - - - 208 2 146 397 397 -
8 208 75 120 - - - 7 - 5 208 75 120
9 23 9 6 - - - 3 - - 23 9 6
10 - - - - - - - - - - - -
11 - - - - - - - - - - - -
12 - - - - - - - - - - - -
13 - - - - - - - - - - - -
14 - - - - - - - - - - - -
15 5 - 1 1 - 1 - - - 5 - 1
16 7 - 6 3 - 3 - - - 7 - 6
17 16 5 8 - - - - - - 16 5 8
18 - - - - - - - - - - - -
19 - - - - - - - - - - - -

小林地区 20 2,936 752 2,076 - - - - - - 2,936 752 2,076
21 72 22 42 29 - 21 - - - 72 22 43
22 85 8 68 3 - - - - - 85 8 68
23 241 32 154 9 - 1 - - - 241 32 154
24 266 17 203 2 - 2 - - - 266 17 203
25 170 83 68 - - - - - - 170 83 68
26 33 10 16 0 - 0 - - - 33 10 16
27 95 39 42 40 4 34 - - - 96 39 43
28 7 3 3 2 - 2 - - - 7 3 3
29 - - - - - - - - - - - -
30 21 1 19 - - - - - - 21 1 19

印旛NT地区 31 - - - - - - - - - - - -
32 95 11 69 - - - - - - 95 11 69
33 - - - - - - - - - - - -
34 0 - - - - - - - - 0 - -
35 459 106 294 13 - 2 - - - 459 106 294
36 322 254 68 13 - 1 - - - 322 254 68
37 456 434 22 107 - 54 - - - 456 434 22
38 534 352 161 28 - 14 - - - 534 352 161

14,969 9,139 5,292 251 4 135 284 2 189 14,971 9,139 5,294

カルテ地区

木下地区

大森地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区

本郷地区

埜原地区

総計

手賀川・手賀沼

被災人口

利根川 高崎川・印旛沼流域 全河川

被災人口 被災人口被災人口
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3.2. 災害時要配慮者数 

洪水浸水想定区域内に居住する要配慮者（主として防災上の配慮を要する者）の人数を、

洪水害の災害時要配慮者数として推計した。洪水時における被災リスクは、自立的な移動の

困難さ、または危険性を認識する困難さによって高まると考えられる。 

そこで、推計対象とする要配慮者は、「印西市避難行動要支援者避難支援計画（令和 2 年

4 月）」より、表 3.2-1 の通りに定義した。ただし、表 3.2-1 では項目を跨り重複している場

合がある。そこで、高齢者のみ世帯（75 歳以上）と介護認定者については以下の方法で重

複を取り除いた。 

 

① 千葉県年齢別・町丁字別人口調査（令和 2 年 4 月 1 日現在）を基に、市内の高齢者数（75

歳以上）を集計する。 

 

② 印西市介護保険状況報告（令和 2 年 3 月分）を基に、介護認定者総数から 75 歳以上の介

護認定者数を差し引くことで、75 歳未満の介護認定者数を集計する。 

 

 
表 3.2-1 市内の災害時要配慮者数（令和 2年 3月 31 日現在） 

区分 世帯数/人数 

①高齢者のみ世帯（７５歳以上） 4,896 世帯 

（うち、ひとり暮らし世帯） 2,743 世帯 

②介護認定者（要介護１～５） 2,277 人 

③介護認定者（要支援１～２） 824 人 

④障がい者（各種手帳保持者等） 2,197 人 

⑤３歳までの乳幼児 3,256 人 

⑥妊婦（妊娠届） 565 人 

⑦外国人 2,394 人 

※区分間の重複がある。 

 

以上を踏まえ、本項で算定に用いる要配慮者数を表 3.2-2 に示す。災害時要配慮者数は、

総人口に占める割合を建物ポリゴンデータに割り振った夜間人口に乗じて算出した。 
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表 3.2-2 重複処理後の要配慮者数 

項目 人口 総人口に占める割合 

①高齢者 （75 歳以上） ※ 9,686 人 9.1% 

②介護認定者（要介護 1～5）（75 歳未満） 298 人 0.3% 

③介護認定者（要支援 1～2）（75 歳未満） 136 人 0.1% 

④障がい者（各種手帳保持者等） 1,996 人 1.9% 

⑤３歳までの乳幼児 3,256 人 3.1% 

⑥妊婦（妊娠届）  565 人 0.5% 

⑦外国人 2,394 人 2.3% 

合計 18,331 人 17.3% 

※千葉県年齢別・町丁字別人口調査（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

第 2 表 年齢（5 歳階級、各歳）別、男女別人口より集計 

※総人口：106,080 人（住民基本台帳令和 3 年 3月末現在） 

 

各河川からの浸水による災害時要配慮者数の予測結果を表 3.2-3 に示す。 

洪水害の災害時要配慮者数が最も多いのは、利根川が氾濫した場合の 2,587 人である。こ

のうち 1,579 人が全壊する建物に居住している。地区別では、木下地区の地区 1 で 891 人

と、災害時要配慮者数が最も多くなる。 

 

表 3.2-3 災害時要配慮者数（単位：人） 

 

※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

大地区 No. 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊

1 891 671 213 - - - - - - 891 671 213
2 8 1 2 - - - - - - 8 1 2
3 - - - - - - - - - - - -
4 26 11 12 - - - - - - 26 11 12
5 547 445 92 - - - 11 - 7 547 445 92
6 1 0 1 - - - 0 - - 1 0 1
7 69 69 - - - - 36 0 25 69 69 -
8 36 13 21 - - - 1 - 1 36 13 21
9 4 2 1 - - - 1 - - 4 2 1
10 - - - - - - - - - - - -
11 - - - - - - - - - - - -
12 - - - - - - - - - - - -
13 - - - - - - - - - - - -
14 - - - - - - - - - - - -
15 1 - 0 0 - 0 - - - 1 - 0
16 1 - 1 0 - 0 - - - 1 - 1
17 3 1 1 - - - - - - 3 1 1
18 - - - - - - - - - - - -
19 - - - - - - - - - - - -

小林地区 20 507 130 359 - - - - - - 507 130 359
21 12 4 7 5 - 4 - - - 12 4 7
22 15 1 12 1 - - - - - 15 1 12
23 42 6 27 1 - 0 - - - 42 6 27
24 46 3 35 0 - 0 - - - 46 3 35
25 29 14 12 - - - - - - 29 14 12
26 6 2 3 0 - 0 - - - 6 2 3
27 16 7 7 7 1 6 - - - 17 7 7
28 1 1 0 0 - 0 - - - 1 1 0
29 - - - - - - - - - - - -
30 4 0 3 - - - - - - 4 0 3

印旛NT地区 31 - - - - - - - - - - - -
32 16 2 12 - - - - - - 16 2 12
33 - - - - - - - - - - - -
34 0 - - - - - - - - 0 - -
35 79 18 51 2 - 0 - - - 79 18 51
36 56 44 12 2 - 0 - - - 56 44 12
37 79 75 4 18 - 9 - - - 79 75 4
38 92 61 28 5 - 2 - - - 92 61 28

2,587 1,579 914 43 1 23 49 0 33 2,587 1,579 915総計

カルテ地区

本郷地区

埜原地区

六合地区

宗像地区

牧の原地区

船穂地区

永治地区

中央駅地区

木下地区

大森地区

浸水
区域内

浸水
区域内

浸水
区域内

利根川

浸水
区域内

高崎川・印旛沼流域 手賀川・手賀沼 全河川
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3.3. 死者数 

各河川からの浸水による死者数を推計した。水害による被害推計の手引き＜試行版＞

（国土交通省、平成 24 年 12 月）を準用し、75 歳以上の場合は居住している住宅・建物

の最上階まで避難し、75 歳未満の場合は屋根の上等に避難することとする。建物内の避

難した先における床面からの最大浸水深により、危険水位帯、準危険水位帯、安全水位帯

の 3 つに危険度を分類する。年齢、建物の階数から危険度別の人数を算出し、分類ごとに

設定した死亡率を乗じて死者数を推計した。推計に用いる算出式を以下に示す。 

 

死者数＝𝑃0 × (1 − 𝜀) × 𝑠0 + 𝑃1 × (1 − 𝜀) × 𝑠1 

P0：浸水区域内人口（75 歳以上） 

P1：浸水区域内人口（75 歳未満） 

𝜀：避難率（40％） 

S0：住宅階数・浸水深に応じた死亡率（75 歳以上） 

S1：住宅階数・浸水深に応じた死亡率（75 歳未満） 

 
※出典：水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月） 
※出典では 65 歳を境界としているが、印西市における災害時要配慮者の定義に従って、本項で
は 75 歳を境界とする。 

 

浸水深に応じた死亡率 s の分類を表 3.3-1 に示す。また、建物データに付与した階層区

分と、本項目で使用する階数の対応を表 3.3-2 に示す。75 歳以上人口は、住民基本台帳に

おける年齢階級別人口統計表（令和 2 年 1 月 1 日）より、75 歳以上の人口の全人口に占

める割合（表 3.3-3）を夜間人口に乗じて算出した。 

 

表 3.3-1 浸水深に応じた死亡率 sの分類 
 75 歳以上 75 歳未満 死亡率（％） 

区分 
最上階の床面から
の浸水深（m） 

最上階の天井からの
浸水深（m） 

－ 

危険水位帯 1.8m 以上 91.75 
準危険水位帯 1.2m 以上 1.8m 未満 12.00 
安全水位帯 1.2m 未満 0.023 

※出典：水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月） 

 

表 3.3-2 建物データにおける階層区分と階数 
建物データにおける 

階層区分 
使用する階数 床面高さ（m） 天井高さ（m） 

－ 1 階 0.5 0.5+2.7 
1～2F 2 階 0.5+2.7 0.5+(2.7×2) 
1～4F 

3 階以上 0.5+(2.7×2) 0.5+(2.7×3) 
3～4F 
5～7F 
8F～ 
5F～ 

※水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月）より、1 階の床高は
50cm、1 階の床から 2 階の床までを 2.7m として設定する。 

 



 

 

222 
 

 

表 3.3-3 住民基本台帳における印西市の人口（令和 2年 1月 1日） 

総数 75 歳以上 75 歳以上の割合 

103,513 人 9,575 人 9.25% 

 

各河川からの浸水による死者数を表 3.3-4 に示す 

 

表 3.3-4 各河川からの浸水による死者数（単位：人） 

 

※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

死者数が最も多いのは、利根川が氾濫した場合の 747 人である。このうち最も死者数が

多い地区は木下地区の地区 1 であり、339 人である。 

高崎川・印旛沼流域、手賀川及び手賀沼が氾濫した場合の死者数はほぼ 0 人である。利

根川、高崎川・印旛沼流域、手賀川及び手賀沼の全てが氾濫した場合、死者数は 747 人と

予測される。 

  

大地区 No.
75歳
未満

75歳
以上

計
75歳
未満

75歳
以上

計
75歳
未満

75歳
以上

計
75歳
未満

75歳
以上

計

1 163 176 339 - - - - - - 163 176 339
2 0 0 0 - - - - - - 0 0 0
3 - - - - - - - - - - - -
4 0 3 3 - - - - - - 0 3 3
5 79 109 189 - - - - 0 0 79 109 189
6 0 0 0 - - - - - - 0 0 0
7 82 19 100 - - - - 0 0 82 19 100
8 3 4 6 - - - - 0 0 3 4 6
9 0 0 1 - - - - - - 0 0 1
10 - - - - - - - - - - - -
11 - - - - - - - - - - - -
12 - - - - - - - - - - - -
13 - - - - - - - - - - - -
14 - - - - - - - - - - - -
15 - 0 0 - 0 0 - - - - 0 0
16 - 0 0 - 0 0 - - - - 0 0
17 0 0 0 - - - - - - 0 0 0
18 - - - - - - - - - - - -
19 - - - - - - - - - - - -

小林地区 20 0 38 38 - - - - - - 0 38 38
21 0 1 1 - 0 0 - - - 0 1 1
22 0 0 0 - - - - - - 0 0 0
23 0 1 1 - 0 0 - - - 0 1 1
24 0 1 1 - 0 0 - - - 0 1 1
25 0 4 4 - - - - - - 0 4 4
26 0 0 0 - 0 0 - - - 0 0 0
27 0 2 2 - 0 0 - - - 0 2 2
28 - 0 0 - 0 0 - - - - 0 0
29 - - - - - - - - - - - -
30 0 0 0 - - - - - - 0 0 0

印旛NT地区 31 - - - - - - - - - - - -
32 0 0 0 - - - - - - 0 0 0
33 - - - - - - - - - - - -
34 - - - - - - - - - - - -
35 1 5 6 - 0 0 - - - 1 5 6
36 1 11 12 - 0 0 - - - 1 11 12
37 7 17 24 - 0 0 - - - 7 17 24
38 1 15 17 - 0 0 - - - 1 15 17

338 409 747 - 0 0 - 0 0 338 409 747

埜原地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区

本郷地区

カルテ地区

木下地区

大森地区

永治地区

中央駅地区

全河川

総計

利根川 高崎川・印旛沼流域 手賀川・手賀沼
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3.4. 最大孤立者数 

各河川からの浸水後、刻々と変化する孤立者数の最大値を推計した。推計に用いる算出式

を以下に示す。本項では各河川の洪水浸水想定区域に加え、浸水継続時間データを用いて浸

水直後（最大浸水深到達直後）から 3 日後までの孤立者数を求めた。 

 

最大孤立者数＝MAX{（避難困難な浸水となる区域の人口） × （1 −避難率）} 

避難困難となる浸水深：50cm 

避難困難となる浸水深（災害時要配慮者）：30cm 

避難率：40％ 

※出典：水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月） 

 

ここで、災害時要配慮者について、外国人は避難困難となる浸水深が健常者と同等である

と捉え、本項における算定対象から除外した。 

 

各河川からの浸水による最大孤立者数の予測結果を表 3.4-1～表 3.4-4 に示す 

孤立者数が最も多いのは利根川からの浸水開始直後であり、8,686 人である。このうち災

害時要配慮者の孤立者数は 1,329 人であり、浸水開始から 3 日後も 500 人近くの要配慮者が

孤立する。地区別では、木下地区の地区 1 で孤立者数が 3,072 人と、最も多くなる。大森地

区の地区 5、小林地区の地区 20 においても、それぞれ 1,700 人以上が孤立する。 

高崎川・印旛沼流域からの浸水直後は 88 人、手賀川・手賀沼からの浸水直後は 118 人が

孤立する。利根川、高崎川・印旛沼流域、手賀川・手賀沼の全てが氾濫した場合の最大孤立

者数は、浸水開始直後の 8,688 人となる。 
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表 3.4-1 利根川からの浸水による最大孤立者数（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 
表 3.4-2 高崎川・印旛沼流域からの浸水による最大孤立者数（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

大地区 No. 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者

1 3,072 463 2,976 447 1,074 161 418 63

2 13 4 7 1 2 0 1 0
3 - - - - - - - -
4 82 13 64 10 46 7 35 5
5 1,866 283 1,778 267 1,488 224 509 76
6 2 0 1 0 0 0 0 0
7 238 36 237 36 237 36 183 28
8 118 18 62 9 28 4 10 1
9 9 2 6 1 4 1 4 1
10 - - - - - - - -
11 - - - - - - - -
12 - - - - - - - -
13 - - - - - - - -
14 - - - - - - - -
15 1 0 1 0 1 0 0 0
16 4 1 2 0 1 0 - -
17 8 1 4 1 4 1 4 1
18 - - - - - - - -
19 - - - - - - - -

小林地区 20 1,702 260 1,590 239 1,380 207 922 139
21 39 6 32 5 30 5 23 4
22 46 7 37 6 28 4 18 3
23 113 18 85 13 66 10 51 8
24 135 23 102 16 73 11 20 3
25 91 15 84 13 77 12 74 11
26 15 2 12 2 10 2 8 1
27 49 8 39 6 36 5 29 4
28 3 1 3 0 2 0 2 0
29 - - - - - - - -
30 12 2 9 1 5 1 4 1

印旛NT地区 31 - - - - - - - -
32 49 8 35 5 24 4 15 2
33 - - - - - - - -
34 - - - - - - - -
35 244 40 190 29 148 22 126 19
36 193 29 193 29 191 29 188 28
37 273 41 273 41 273 41 273 41
38 309 47 294 44 279 42 266 40

8,686 1,329 8,118 1,222 5,507 828 3,184 479

埜原地区

総計

宗像地区

本郷地区

木下地区

大森地区

船穂地区

六合地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

カルテ地区
利根川

直後 1日後 2日後 3日後

大地区 No. 計
うち

要援護者
計

うち
要援護者

計
うち

要援護者
計

うち
要援護者

1 0 0 0 0 0 0 0 0
2 0 0 0 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0 0 0 0
4 0 0 0 0 0 0 0 0
5 0 0 0 0 0 0 0 0
6 0 0 0 0 0 0 0 0
7 0 0 0 0 0 0 0 0
8 0 0 0 0 0 0 0 0
9 0 0 0 0 0 0 0 0
10 0 0 0 0 0 0 0 0
11 0 0 0 0 0 0 0 0
12 0 0 0 0 0 0 0 0
13 0 0 0 0 0 0 0 0
14 0 0 0 0 0 0 0 0
15 1 0 0 0 0 0 0 0
16 2 0 0 0 0 0 0 0
17 0 0 0 0 0 0 0 0
18 0 0 0 0 0 0 0 0
19 0 0 0 0 0 0 0 0

小林地区 20 0 0 0 0 0 0 0 0
21 13 2 2 0 2 0 0 0
22 0 0 0 0 0 0 0 0
23 1 0 1 0 1 0 1 0
24 1 0 0 0 0 0 0 0
25 0 0 0 0 0 0 0 0
26 0 0 0 0 0 0 0 0
27 23 4 6 1 6 1 2 0
28 1 0 0 0 0 0 0 0
29 0 0 0 0 0 0 0 0
30 0 0 0 0 0 0 0 0

印旛NT地区 31 0 0 0 0 0 0 0 0
32 0 0 0 0 0 0 0 0
33 0 0 0 0 0 0 0 0
34 0 0 0 0 0 0 0 0
35 2 1 1 0 0 0 0 0
36 1 1 0 0 0 0 0 0
37 35 7 17 3 16 3 12 2
38 8 1 2 0 1 0 1 0

88 17 28 5 26 4 17 3

本郷地区

埜原地区

総計

高崎川・印旛沼流域
直後 1日後 2日後 3日後

カルテ地区

木下地区

大森地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区
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表 3.4-3 手賀川・手賀沼からの浸水による最大孤立者数（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

表 3.4-4 全河川からの浸水による最大孤立者数（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

大地区 No. 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者

1 - - - - - - - -

2 - - - - - - - -
3 - - - - - - - -
4 - - - - - - - -
5 24 5 14 2 11 2 11 2
6 - - - - - - - -
7 91 16 62 10 50 8 26 4
8 3 0 3 0 3 0 - -
9 - - - - - - - -
10 - - - - - - - -
11 - - - - - - - -
12 - - - - - - - -
13 - - - - - - - -
14 - - - - - - - -
15 - - - - - - - -
16 - - - - - - - -
17 - - - - - - - -
18 - - - - - - - -
19 - - - - - - - -

小林地区 20 - - - - - - - -
21 - - - - - - - -
22 - - - - - - - -
23 - - - - - - - -
24 - - - - - - - -
25 - - - - - - - -
26 - - - - - - - -
27 - - - - - - - -
28 - - - - - - - -
29 - - - - - - - -
30 - - - - - - - -

印旛NT地区 31 - - - - - - - -
32 - - - - - - - -
33 - - - - - - - -
34 - - - - - - - -
35 - - - - - - - -
36 - - - - - - - -
37 - - - - - - - -
38 - - - - - - - -

118 21 78 12 64 10 37 6

埜原地区

総計

宗像地区

本郷地区

木下地区

大森地区

船穂地区

六合地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

カルテ地区
手賀川・手賀沼

2日後 3日後直後 1日後

大地区 No. 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者 孤立者
うち

要配慮者

1 3,072 463 2,976 447 1,074 161 418 63

2 13 4 7 1 2 0 1 0
3 - - - - - - - -
4 82 13 64 10 46 7 35 5
5 1,866 283 1,778 267 1,488 224 509 76
6 2 0 1 0 0 0 0 0
7 238 36 237 36 237 36 183 28
8 118 18 62 9 28 4 10 1
9 9 2 6 1 4 1 4 1
10 - - - - - - - -
11 - - - - - - - -
12 - - - - - - - -
13 - - - - - - - -
14 - - - - - - - -
15 1 0 1 0 1 0 0 0
16 4 1 2 0 1 0 - -
17 8 1 4 1 4 1 4 1
18 - - - - - - - -
19 - - - - - - - -

小林地区 20 1,702 260 1,590 239 1,380 207 922 139
21 39 6 32 5 30 5 23 4
22 46 7 37 6 28 4 18 3
23 113 18 85 13 66 10 51 8
24 135 23 102 16 73 11 20 3
25 91 15 84 13 77 12 74 11
26 15 2 12 2 10 2 8 1
27 50 8 40 6 36 5 30 5
28 3 1 3 0 2 0 2 0
29 - - - - - - - -
30 12 2 9 1 5 1 4 1

印旛NT地区 31 - - - - - - - -
32 49 8 35 5 24 4 15 2
33 - - - - - - - -
34 - - - - - - - -
35 244 40 190 29 148 22 126 19
36 193 29 193 29 191 29 188 28
37 274 41 274 41 273 41 273 41
38 309 47 294 44 279 42 266 40

8,688 1,329 8,119 1,222 5,508 828 3,185 479

埜原地区

総計

宗像地区

本郷地区

木下地区

大森地区

船穂地区

六合地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

カルテ地区
全河川

直後 1日後 2日後 3日後
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4. 避難者数予測 

洪水害時の避難者数と、洪水害時に使用可能な避難所の収容可能人数をカルテ地区ごと

に比較し、収容人数の過不足を評価した。 

洪水害時に使用可能な避難所は、各河川の洪水浸水想定区域外に所在する指定避難所と

した。避難所の一覧を表 4-1 に、浸水想定区域と避難所の分布を図 4-1～図 4-4 に示す。 

 

表 4-1 避難所一覧 

 
※「利用の可否」の合計値は、利用可能な施設数を示す。 

 

 

 

屋内のみ 屋外も含む 利根川
高崎川・

印旛沼流域
手賀川・
手賀沼

全河川

木下小学校 13,208 356 1,487

平岡自然の家 63,397 204 734
大森小学校 19,721 225 2,695 × ×
印西中学校 32,524 630 5,237

永治 8，9 旧永治小学校 10,383 116 1,091
木刈小学校 31,952 444 4,564
内野小学校 24,890 558 3,978
原山小学校 23,246 258 3,090
小倉台小学校 25,193 625 2,781
高花小学校 25,200 461 2,611
船穂中学校 31,361 598 3,991
木刈中学校 31,234 735 4,339
原山中学校 29,090 659 3,854
西の原小学校 25,193 411 2,703
原小学校 25,191 464 2,431
西の原中学校 31,573 551 3,992
そうふけふれあいの里 13,192 56 356
滝野小学校 25,193 487 3,129
滝野中学校 20,806 384 2,869
牧の原小学校 24,200 634 2,781

船穂 15～17 船穂小学校 13,168 219 1,446
小林小学校 20,332 305 2,838
小林北小学校 22,653 374 2,924 × ×
小林中学校 25,343 681 3,708

六合 21，22，24，25 六合小学校 20,814 267 1,953
平賀 23 平賀小学校 25,039 243 2,701
宗像 26～30 旧宗像小学校 13,524 126 1,987

印旛中学校 34,600 584 5,207
いには野小学校 25,100 216 2,625
本埜小学校 16,658 394 2,474
本埜中学校 23,757 385 3,690

埜原 36～38 旧本埜第二小学校 11,102 182 1,957 × ×

778,837 12,832 92,223 29 32 32 29

1～4

大森 5～7

草深・
牧の原

13
14
18
19

収容可能人数（人）

本郷 32～35

計

利用の可否（浸水想定区域内の場合×）

地区名 カルテ№ 名称
敷地面積

（㎡）

小林 20

印旛NT 31

中央駅 10～12

木下
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図 4-1 水想定区域と避難所の分布（利根川） 

 

 
図 4-2 浸水想定区域と避難所の分布（高崎川・印旛沼流域） 
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図 4-3 浸水想定区域と避難所の分布（手賀川・手賀沼） 

 

 
図 4-4 浸水想定区域と避難所の分布（全河川） 
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避難者数は洪水浸水想定区域内人口とするが、これは最大避難者数であるため、実際の避

難者数は推計よりも少なくなることが考えられる。そこで、最大孤立者数の算出などで使用

した避難率 40％を適用した場合についても評価を行った。評価の結果を表 3.4-2～表 3.4-6

に示す。なお、避難者数及び不足収容人数については小数点以下を四捨五入している。 

最も広範囲な浸水が想定される利根川が氾濫した場合、不足収容人数は 2,918 人となる。

また、全河川が氾濫した場合の不足収容人数は 2,920 人となる。ただし、避難率 40％を考慮

すると、どの河川が氾濫した場合でも全員を収容可能である。また、避難所の屋外スペース

も加味すれば、洪水浸水想定区域内の住民全員が収容可能となる。 

地区別では、利根川及び全河川から浸水した場合、木下地区、大森地区、永治地区、小林

地区、六合地区、宗像地区及び本埜第二地区において屋内収容人数の不足が生じる。木下地

区においては不足収容人数が 4,700 人を超え、避難率 40％を考慮した場合においても収容

人数が 1,581 人不足する。 

 

表 4-2 洪水害時における避難所収容人数の過不足（まとめ） 

 
 

 
表 4-3 洪水害時における避難所収容人数の過不足（利根川） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

屋内のみ 屋外も含む すべて 40% 屋内のみ 屋外も含む 屋内のみ 屋外も含む
利根川 29 12,051 84,647 14,969 5,987 -2,918 69,678 6,064 78,660

高崎川・印旛沼流域 32 12,832 92,223 251 100 12,581 91,972 12,732 92,123
手賀川・手賀沼 32 12,832 92,223 284 113 12,548 91,939 12,719 92,110

全河川 29 12,051 84,647 14,971 5,988 -2,920 69,676 6,063 78,659

収容人数の過不足(人)
すべての避難者数 40％の避難者数

利用可能
避難所数

(箇所)

収容可能人数(人) 避難者数(人)

利用可能
避難所数

(箇所) 屋内のみ 屋外も含む すべて 40％ 屋内のみ 屋外も含む 屋内のみ 屋外も含む

木下 1～4 2 560 2,221 5,354 2,141 -4,794 -3,133 -1,581 80

大森 5～7 1 630 5,237 3,565 1,426 -2,935 1,672 -796 3,811
永治 8,9 1 116 1,091 230 92 -114 861 24 999

中央駅 10～12 8 4,338 29,208 - - 4,338 29,208 4,338 29,208
草深・牧の原 13,14,18,19 7 2,987 18,261 - - 2,987 18,261 2,987 18,261

船穂 15～17 1 219 1,446 28 11 191 1,418 208 1,435
小林 20 2 986 6,546 2,936 1,174 -1,950 3,610 -188 5,372
六合 21,22,24,25 1 267 1,953 593 237 -326 1,360 30 1,716
平賀 23 1 243 2,701 241 96 2 2,460 147 2,605
宗像 26～30 1 126 1,987 156 62 -30 1,831 64 1,925

印旛NT 31 2 800 7,832 - - 800 7,832 800 7,832
本郷 32～35 2 779 6,164 555 222 224 5,609 557 5,942
埜原 36～38 - - - 1,311 525 -1,311 -1,311 -525 -525

29 12,051 84,647 14,969 5,987 -2,918 69,678 6,064 78,660

避難者数(人)
収容人数の過不足(人)

すべての避難者数 40％の避難者数

計

地区名 カルテ№
収容可能人数（人）
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表 4-4 洪水害時における避難所収容人数の過不足（高崎川・印旛沼流域） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 
表 4-5 洪水害時における避難所収容人数の過不足（手賀川・手賀沼） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

表 4-6 洪水害時における避難所収容人数の過不足（全河川） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

 

  

利用可能
避難所数

(箇所) 屋内のみ 屋外も含む すべて 40％ 屋内のみ 屋外も含む 屋内のみ 屋外も含む

木下 1～4 2 560 2,221 - - 560 2,221 560 2,221

大森 5～7 2 855 7,932 - - 855 7,932 855 7,932
永治 8,9 1 116 1,091 - - 116 1,091 116 1,091

中央駅 10～12 8 4,338 29,208 - - 4,338 29,208 4,338 29,208
草深・牧の原 13,14,18,19 7 2,987 18,261 - - 2,987 18,261 2,987 18,261

船穂 15～17 1 219 1,446 4 2 215 1,442 217 1,444
小林 20 3 1,360 9,470 - - 1,360 9,470 1,360 9,470
六合 21,22,24,25 1 267 1,953 34 14 233 1,919 253 1,939
平賀 23 1 243 2,701 9 3 234 2,692 240 2,698
宗像 26～30 1 126 1,987 43 17 83 1,944 109 1,970

印旛NT 31 2 800 7,832 - - 800 7,832 800 7,832
本郷 32～35 2 779 6,164 13 5 766 6,151 774 6,159
埜原 36～38 1 182 1,957 148 59 34 1,809 123 1,898

32 12,832 92,223 251 100 12,581 91,972 12,732 92,123

収容人数の過不足(人)
すべての避難者数 40％の避難者数

計

地区名 カルテ№
収容可能人数（人） 避難者数(人)

利用可能
避難所数

(箇所) 屋内のみ 屋外も含む すべて 40% 屋内のみ 屋外も含む 屋内のみ 屋外も含む

木下 1～4 2 560 2,221 - - 560 2,221 560 2,221

大森 5～7 2 855 7,932 274 109 581 7,658 746 7,823
永治 8,9 1 116 1,091 10 4 106 1,081 112 1,087

中央駅 10～12 8 4,338 29,208 - - 4,338 29,208 4,338 29,208
草深・牧の原 13,14,18,19 7 2,987 18,261 - - 2,987 18,261 2,987 18,261

船穂 15～17 1 219 1,446 - - 219 1,446 219 1,446
小林 20 3 1,360 9,470 - - 1,360 9,470 1,360 9,470
六合 21,22,24,25 1 267 1,953 - - 267 1,953 267 1,953
平賀 23 1 243 2,701 - - 243 2,701 243 2,701
宗像 26～30 1 126 1,987 - - 126 1,987 126 1,987

印旛NT 31 2 800 7,832 - - 800 7,832 800 7,832
本郷 32～35 2 779 6,164 - - 779 6,164 779 6,164
埜原 36～38 1 182 1,957 - - 182 1,957 182 1,957

32 12,832 92,223 284 113 12,548 91,939 12,719 92,110

避難者数(人)
収容人数の過不足(人)

すべての避難者数 40％の避難者数

計

地区名 カルテ№
収容可能人数（人）

利用可能
避難所数

(箇所) 屋内のみ 屋外も含む すべて 40％ 屋内のみ 屋外も含む 屋内のみ 屋外も含む

木下 1～4 2 560 2,221 5,354 2,141 -4,794 -3,133 -1,581 80

大森 5～7 1 630 5,237 3,565 1,426 -2,935 1,672 -796 3,811
永治 8,9 1 116 1,091 230 92 -114 861 24 999

中央駅 10～12 8 4,338 29,208 - - 4,338 29,208 4,338 29,208
草深・牧の原 13,14,18,19 7 2,987 18,261 - - 2,987 18,261 2,987 18,261

船穂 15～17 1 219 1,446 28 11 191 1,418 208 1,435
小林 20 2 986 6,546 2,936 1,174 -1,950 3,610 -188 5,372
六合 21,22,24,25 1 267 1,953 594 237 -327 1,359 30 1,716
平賀 23 1 243 2,701 241 96 2 2,460 147 2,605
宗像 26～30 1 126 1,987 157 63 -31 1,830 63 1,924

印旛NT 31 2 800 7,832 - - 800 7,832 800 7,832
本郷 32～35 2 779 6,164 555 222 224 5,609 557 5,942
埜原 36～38 - - - 1,312 525 -1,312 -1,312 -525 -525

29 12,051 84,647 14,971 5,988 -2,920 69,676 6,063 78,659

避難者数(人)
収容人数の過不足(人)

すべての避難者数 40％の避難者数

計

地区名 カルテ№
収容可能人数（人）
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5. 要配慮者利用施設への影響予測 

医療施設、保育園、児童施設、幼稚園、学校（小学校・中学校・高等学校）、老人福祉施

設、障がい福祉施設等の、主として防災上の配慮を要する者が利用する施設で、利用者の災

害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要がある施設（以下、「要配慮者利用施設」とい

う。）について、洪水による浸水の影響を予測した。ここで、医療施設は地域の拠点となる

施設として、災害拠点病院及び救急告示病院を対象とする。 

浸水の影響を受ける条件については、以下の表を基に自動車でのアクセスが困難となる

浸水深 30cm 以上の地域とした。 

表 5-1 浸水深と施設の機能支障との関係 

浸水深 施設の機能支障 

30cm 自動車が走行不能 

50cm 徒歩による移動困難、床上浸水 

70cm コンセントに浸水し停電 
※出典：水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月） 

 

 各要配慮者利用施設における浸水の影響の有無を表 5-2 及び図 5-1～図 5-4 に示す。 

浸水の影響を受ける要配慮者利用施設は、利根川または全河川が氾濫した場合 31 箇所、

高崎川・印旛沼流域または手賀川・手賀沼が氾濫した場合は 0 箇所である。 

 

表 5-2 要配慮者利用施設における浸水の影響 

 

大地区 No. 利根川
高崎川・

印旛沼流域
手賀川・
手賀沼 全河川

1 医療法人平成博愛会印西総合病院 牧の原地区 14 牧の台1-1

2 日本医科大学千葉北総病院 宗像地区 28 鎌苅1715
3 印西市立木下小学校 木下地区 1 木下1502
4 印西ひかりこども園 木下地区 1 木下字平台804-6 ○ ○
5 子どもふれあいセンター 木下地区 2 竹袋614-9
6 印西市立大森小学校 大森地区 5 大森3350 ○ ○
7 印西市立小林北小学校 小林地区 20 小林北5-1-5 ○ ○
8 どんぐり保育園 小林地区 20 小林北5-12-2 ○ ○
9 小林天神幼稚園 小林地区 20 小林北3-3-13 ○ ○
10 愛の家グループホーム印西木下 木下地区 1 木下東3-12-5 ○ ○
11 木下デイサービスセンターつくしんぼ 木下地区 1 木下1649 ○ ○
12 中央老人福祉センター 木下地区 2 竹袋614-9
13 福祉作業所コスモス 木下地区 2 竹袋614-9
14 デイサービスセンターみどり荘 大森地区 5 大森4776-1 ○ ○
15 介護付有料老人ホームベストライフ印西 大森地区 5 大森3696 ○ ○
16 ケアサポート印西 大森地区 5 大森2550-10 ○ ○
17 リハビリデイ快福庵 大森地区 5 大森2454-9 ○ ○
18 小規模多機能型居宅介護よりそいホーム 小林地区 20 小林4095-1 ○ ○
19 グループホーム秋桜 小林地区 20 小林4095-1 ○ ○
20 デイサービス秋桜 小林地区 20 小林1645-1 ○ ○
21 くつろぎの家 小林地区 20 小林1644-1 ○ ○
22 グループホームうさぎの家 小林地区 20 小林1644-1 ○ ○
23 リハビリデイサービス小林 小林地区 20 小林3354-2 ○ ○
24 特別養護老人ホームプレーゲ本埜 本郷地区 35 笠神1620 ○ ○
25 高齢者支援ハウス ヴォーネン本埜 本郷地区 35 笠神1620 ○ ○
26 プレーゲ本埜通所介護事業所 本郷地区 35 笠神1620 ○ ○
27 プレーゲ本埜短期入所生活介護事業所 本郷地区 35 笠神1620 ○ ○
28 デイサービスセンターハッピーデイ 埜原地区 38 安食ト杭1000-7 ○ ○
29 放課後等デイサービスニコルーム 木下地区 1 木下東4-6-16 ○ ○
30 工房マナ 大森地区 5 大森2553-8 ○ ○
31 総合発達支援デイサービス きぼう印西 大森地区 5 大森2454-8 ○ ○
32 グループホームこすもす友 小林地区 20 小林4095-1 ○ ○
33 デイサービス秋桜 小林地区 20 小林1645-1 ○ ○
34 ケアホーム一本松 六合地区 24 吉高1789-2 ○ ○
35 ケアホーム印旛 六合地区 24 吉高1789-2 ○ ○
36 いんば学舎・松虫 六合地区 25 印西市松虫516
37 児童デイサービス朋友会 憩いの里さくら 本郷地区 32 中根1954-8 ○ ○
38 さくら３ 本郷地区 32 中根717 ○ ○

医療
施設

児童
施設

高齢
福祉
施設

障がい
福祉
施設

No. 種別
浸水による影響あり

施設名
カルテ地区

所在地
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図 5-1 浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布（利根川） 

 

 
図 5-2 浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布（高崎川・印旛沼流域） 
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図 5-3 浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布（手賀川・手賀沼） 

 

 
図 5-4 浸水想定区域と要配慮者利用施設の分布（全河川） 
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6. 災害廃棄物の予測 

6.1. 災害廃棄物量 

各河川からの浸水により発生する災害廃棄物量は、洪水浸水想定区域の浸水深から床下

浸水、半壊、全壊の建物棟数（または世帯数）を推計し、表 6.1-1 に示す発生原単位（廃棄

物が建物 1 棟または 1 世帯あたり平均的にどの程度発生するかを示したもの）を乗じるこ

とで算定した。 

災害廃棄物量の推計式を以下に示す。 

 

災害廃棄物量＝0.62 × 床下浸水(世帯) + 23 × 半壊(棟) + 117 ×全壊(棟) 

 

表 6.1-1 浸水深と被害区分、発生原単位 

浸水深 建物被害区分 発生原単位 

床下浸水 0.5m 未満 床下浸水 0.62（t／世帯） 

床上 1.0m 未満 
0.5m 以上 

1.5m 未満 
半壊 

23（t／棟） 
床上 1.0m 以上 

1.8m 未満 

1.5m 以上 

2.3m 未満 
大規模半壊 

床上 1.8m 以上 2.3m 以上 全壊 117（t／棟） 
※出典：災害に係る住家の被害認定基準運用指針（内閣府、令和 3年 3 月） 

※発生原単位の出典：災害廃棄物対策指針（改定版）【技 14-2】（環境省、平成 30 年 3 月） 

※水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月）より、 

1 階の床高は 50cm として設定する。 

※大規模半壊は半壊として計上する。 

 

災害廃棄物量の推計結果を表 6.1-2 に示す。災害廃棄物量が最も多いのは利根川から浸水

した場合であり、約 60.6 万トンである。このうち、最も災害廃棄物量が多いのは木下地区

の地区 1 における約 19.6 万トンであり、大森地区の地区 5 においても約 16.2 万トンもの災

害廃棄物が発生する。 
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 表 6.1-2 洪水害による災害廃棄物発生量（単位：トン） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

 

6.2. 災害廃棄物の処理日数 

印西市におけるごみ焼却施設の処理能力の評価を行った。市内で発生するごみを焼却し

ている印西クリーンセンターの処理能力は、24 時間で 300 トンである。 

環境省では水害廃棄物処理の事例として、平成 27 年 9 月の関東・東北豪雨時の茨城県常

総市における災害廃棄物の種類と発生量を公開している。これを表 6.2-1 に示す。 

 

  

大地区 No.

1 195,721 - - 195,721

2 667 - - 667
3 - - - -
4 5,733 - - 5,733
5 162,203 - - 162,203
6 73 - - 73
7 - - 2,717 -
8 8,541 - - 8,541
9 833 - - 833
10 - - - -
11 - - - -
12 - - - -
13 - - - -
14 - - - -
15 - - - -
16 - - - -
17 533 - - 533
18 - - - -
19 - - - -

小林地区 20 60,485 - - 60,485
21 2,479 - - 2,488
22 2,131 29 - 2,131
23 4,353 113 - 4,353
24 4,756 - - 4,756
25 8,351 - - 8,351
26 1,206 - - 1,206
27 4,079 937 - 4,102
28 226 - - 226
29 - - - -
30 508 - - 508

印旛NT地区 31 - - - -
32 2,281 - - 2,281
33 - - - -
34 - - - -
35 13,016 - - 13,016
36 - - - -
37 - - - 36,258
38 34,281 - - 34,281

605,805 2,763 3,269 605,841

大森地区

カルテ地区
利根川

高崎川・
印旛沼流域

手賀川・手賀沼 全河川

木下地区

永治地区

本郷地区

埜原地区

合計

中央駅地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区
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表 6.2-1 常総市において処理対象とした災害廃棄物の種類と発生量・処理方法 

対象 発生量（t） 処理方法 

混合廃棄物 35,437 
破砕・分別・焼却・溶融した後、一部を資源化する。処

理残さは埋め立てる。 

不燃廃棄物 628 
金属、プラスチック等を資源化し、残さは適切に処分す

る。 

廃家電 248 金属等を資源化し、残さは適切に処分する。 

金属くず 320 資源化（金属原料） 

廃畳 887 資源化（原燃料化） 

廃タイヤ 56 資源化（代替燃料等 一部は原型利用） 

その他可燃 12 資源化（スラグ等） 

木くず 1,085 資源化（オガ粉、燃料用チップ等） 

コンクリートがら 5,181 資源化（砕石・鉄等） 

瓦 869 資源化（路盤材、路床材等） 

土砂混合ごみ 6,261 資源化（セメント原料等） 

浸水米 1,387 資源化（原燃料化） 

合計 52,372  

※出典：水害廃棄物の処理事例（環境省、平成 31 年 4 月） 

 

表 6.2-1 における混合廃棄物を可燃物とし、全廃棄物量に占める割合（35,437／52,372＝

0.68）を表 6.1-2で推計した災害廃棄物量の総計に乗じ、可燃物の災害廃棄物量を算出する。

これをごみ焼却施設にて処理を行った場合のごみ処理状況を表 6.2-2 に示す 

 

表 6.2-2 廃棄物処理にかかる日数 

 

  

各河川からの浸水による災害廃棄物量の処理に要する日数は、最も廃棄物量の多い利根

川からの浸水の場合は 1,374 日と、4 年近くかかる。高崎川・印旛沼流域からの浸水の場合

は 7 日、手賀川・手賀沼からの浸水の場合は 8 日かかる。ただし、粗大ごみ処理施設の稼働

により所要日数の短縮も見込まれる。 

以上より大量の災害廃棄物の発生が想定されることから、災害時の支援協定に基づく県

及び他市町村等への支援要請など、迅速かつ適切な処理を要する。 

 

 

  

利根川 高崎川・印旛沼流域 手賀川・手賀沼 全河川

605,805 2,763 3,269 605,841

うち可燃物(t) 411,948 1,879 2,223 411,972

残り廃棄物量(t) 1日後 411,648 1,579 1,923 411,672
2日後 411,348 1,279 1,623 411,372

1,374日 7日 8日 1,374日処理に係る日数

廃棄物量(t)

焼却施設のごみ処理能力 300t/日

…
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7. 内水氾濫による影響の予測 

平成 24 年防災アセスメント調査における内水浸水想定を基に、内水氾濫による影響建物

棟数及び被災人口を予測した。 

浸水想定区域（想定最大規模）の前提となる降雨は、我孫子観測所で観測された 2008 年

8 月 30 日降雨である。内水浸水想定区域を図 7-1 に示す。 

 

 
図 7-1 内水浸水想定区域 

 

7.1. 建物被害予測 

内水浸水想定区域内に位置する建物を抽出し、浸水深を基に半壊・全壊建物棟数を推計し

た。なお、浸水深別の建物被害区分は表 7.1-1 のとおり設定した。 

 

表 7.1-1 浸水深別の建物被害 

浸水深 建物被害区分 

床上 1.0m 未満 
0.5m 以上 

1.5m 未満 
半壊 

床上 1.0m 以上 

1.8m 未満 

1.5m 以上 

2.3m 未満 
大規模半壊 

床上 1.8m 以上 2.3m 以上 全壊 
※出典：災害に係る住家の被害認定基準運用指針（内閣府、令和 3 年 3 月） 

※水害による被害推計の手引き＜試行版＞（国土交通省、平成 24 年 12 月）より、 

1 階の床高は 50cm として設定する。 

※大規模半壊は半壊として計上する。 
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内水氾濫による建物被害棟数を表 7.1-2 に示す 

浸水の影響を受ける建物は 9,609 棟であり、このうち 10 棟が全壊する。地区別では中央

駅地区で最も被害が大きく、地区 12 では 9 棟が全壊する。 

 

表 7.1-2 内水氾濫による建物被害棟数（単位：棟） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

  

大地区 No. 半壊 全壊

1 2,090 878 63 -

2 275 16 4 1
3 219 14 0 -
4 299 16 - -
5 2,316 931 33 -
6 149 34 0 -
7 289 84 13 -
8 705 28 - -
9 256 18 0 -
10 2,485 1,610 93 -
11 1,749 1,240 - -
12 920 759 81 9
13 1,677 98 - -
14 2,519 961 - -
15 314 36 0 -
16 367 81 0 -
17 464 142 - -
18 964 222 3 -
19 781 235 5 -

小林地区 20 3,172 1,454 28 -
21 530 1 - -
22 466 - - -
23 1,233 - - -
24 505 - - -
25 456 0 - -
26 625 - - -
27 327 - - -
28 224 9 1 -
29 209 - - -
30 320 - - -

印旛NT地区 31 1,159 735 20 -
32 342 - - -
33 377 4 - -
34 239 0 - -
35 375 3 - -
36 241 - - -
37 324 - - -
38 430 - - -

30,390 9,609 344 10

浸水想定
区域内

建物棟数

宗像地区

本郷地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

大森地区

永治地区

計

埜原地区

中央駅地区

建物棟数

木下地区

カルテ地区
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7.2. 人的被害予測 

内水浸水想定区域内に居住する人口（夜間人口）を対象として、被災人口を推計した。各

河川からの浸水による被災人口を以下に示す 

浸水想定区域内の人口は 42,252 人であり、このうち 34 人が全壊する建物に居住してい

る。地区別では中央駅地区の地区 12 で最も被災人口が多く、9,547 人が被災する。 

 

表 7.2-1 内水氾濫による被災人口（単位：人） 

 
※四捨五入により、合計が合わない場合がある。「0」は 1 未満、「-」は 0 を示す。 

 

 

  

大地区 No. 半壊 全壊

1 5,268 2,022 140 -

2 363 21 6 2
3 349 23 0 -
4 480 26 - -
5 4,481 1,798 62 -
6 300 119 0 -
7 397 121 20 -
8 983 51 - -
9 367 26 0 -
10 12,606 8,147 260 -
11 12,718 6,808 - -
12 12,398 9,547 301 33
13 14,805 1,696 - -
14 10,721 3,820 - -
15 418 49 0 -
16 560 122 0 -
17 568 156 - -
18 2,687 620 7 -
19 1,979 600 - -

小林地区 20 7,457 3,336 54 -
21 767 1 - -
22 585 - - -
23 2,881 - - -
24 707 - - -
25 530 0 - -
26 793 - - -
27 441 - - -
28 406 17 1 -
29 262 - - -
30 367 - - -

印旛NT地区 31 5,168 3,113 84 -
32 431 - - -
33 616 9 - -
34 335 0 - -
35 553 4 - -
36 324 - - -
37 456 - - -
38 557 - - -

106,080 42,252 936 34

被災人口
カルテ地区

木下地区

大森地区

永治地区

中央駅地区

牧の原地区

船穂地区

六合地区

宗像地区

本郷地区

人口

埜原地区

計
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